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△0.6P11.9%12.5%営業利益率

+174

+872

+988

+10,969

増減額（10月～12月） 増減率（10月～12月）

+3.6%

+12.6%

+14.5%

+20.1%

4,9604,786当期純利益

7,7906,917経常利益

7,7996,810営業利益

65,45454,485売上高

2005年3月期3Q2004年3月期3Q

第3四半期決算ハイライト（連結）

（百万円）
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△0.1P11.1%11.3%営業利益率

△835

+1,349

+1,200

+12,827

増減額（4月～12月） 増減率（4月～12月）

△6.6%

+7.0%

+6.3%

+7.6%

11,84312,678当期純利益

20,71619,367経常利益

20,11818,917営業利益

180,621167,794売上高

2005年3月期3Q累計2004年3月期3Q累計

第3四半期累計決算ハイライト（連結）

（百万円）
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P/Lハイライト（連結）

△0.6P

+988

△276
△3.4P

+712

+2,269

+10,256

+10,969

増減額

+14.5%7,7996,810営業利益

11.9%12.5%営業利益率

23.6%27.1%　　　売上総利益率

外注費

+25.8%49,98839,731　売上原価

+14.2%18,27016,001

△3.5%7,6667,942販管費

+4.8%15,46614,753売上総利益

+20.1%65,45454,485売上高　　

増減率
2005年3月期3Q
（10月～12月）

2004年3月期3Q
（10月～12月）

（百万円）
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売上高・営業利益率推移（連結）

（億円）

10.0%

532億円

（％）

619億円
654億円

売上高 営業利益率

11.3%

11.9%

2005年3月期
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累計P/Lハイライト（連結）

△0.1P

+1,200

△324
△1.3P

+876

+2,895

+11,951

+12,827

増減額

+6.3%20,11818,917営業利益

11.1%11.3%営業利益率

24.2%25.6%　　　売上総利益率

外注費

+9.6%136,832124,881　売上原価

+5.9%52,01349,118

△1.4%23,67023,995販管費

+2.0%43,78842,912売上総利益

+7.6%180,621167,794売上高　　

増減率
2005年3月期3Q累計
（4月～12月）

2004年3月期3Q累計
（4月～12月）

（百万円）
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業種別売上高（連結）

増減率増減額構成比（10月～12月）構成比（10月～12月）

+10,969
△936
△492
+284

+12,114

65,454
4,113
9,694

11,103

40,542

54,485
5,050

10,186
10,819

28,428

△4.8%14.8%18.7%　そ の 他 民 間

+2.6%17.0%19.9%　流　　　　　通

100.0%
9.3%

52.2%

2004年3月期3Q

+20.1%100.0%　合　　　　　計

△18.6%6.3%　官 公 庁

+42.6%61.9%　金　　　　　融

2005年3月期3Q
（百万円）

2005年3月期3Q
官公庁

6.3%その他民間

　　　　14.8%
流通

17.0%

金融　

61.9%　

+49.5%+2,89413.3%8,73710.7%5,843ｲﾄｰﾖｰｶ堂ｸﾞﾙｰﾌﾟ

+26.4%+3,68227.0%17,65125.6%13,968野村証券ｸﾞﾙｰﾌﾟ

2004年3月期3Q
官公庁

9.3%
その他民間

　　　18.7%
流通

19.9%

金融　

52.2%　
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業種別累計売上高（連結）

増減率増減額構成比（4月～12月）構成比（4月～12月）

+12,827
△1,816
△3,071
△937

+18,652

180,621
12,514
31,963
32,658

103,484

167,794
14,331
35,035
33,595

84,831

△8.8%17.7%20.9%　そ の 他 民 間

△2.8%18.1%20.0%　流　　　　　通

100.0%
8.5%

50.6%

2004年3月期3Q累計

+7.6%100.0%　合　　　　　計

△12.7%6.9%　官 公 庁

+22.0%57.3%　金　　　　　融

2005年3月期3Q累計
（百万円）

+28.2%+5,06512.7%23,00610.7%17,940ｲﾄｰﾖｰｶ堂ｸﾞﾙｰﾌﾟ

+11.6%+4,81925.8%46,53524.9%41,716野村証券ｸﾞﾙｰﾌﾟ

2004年3月期3Q累計
官公庁

8.5%
その他民間

　　　　 20.9%
流通

20.0%

金融　

50.6%

2005年3月期3Q累計
官公庁

6.9%その他民間

　　　　17.7%
流通

18.1%

金融　

57.3%　
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品目別売上高（連結）

65,454

9,802

55,652

6,964

23,675

25,012

（10月～12月）

+25.9%+11,45285.0%81.1%44,200システムソリューション

54,485

10,285

3,773

23,254

17,172

（10月～12月）

2004年3月期3Q
増減率

100.0%

18.9%

6.9%

42.7%

31.5%
構成比

+10,969

△482

+3,190

+420

+7,840
増減額構成比

+20.1%100.0%　　 合　　　計

△4.7%15.0%コンサルティング・ナレッジ

+84.5%10.6%商品販売等

+1.8%36.2%運 用 処 理

+45.7%38.2%開発・製品販売

2005年3月期3Q
（百万円）
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品目別累計売上高（連結）

180,621

28,958

151,663

17,378

71,941

62,343

（4月～12月）

+11.3%+15,37384.0%81.2%136,290システムソリューション

167,794

31,504

14,624

68,939

52,726

（4月～12月）

2004年3月期3Q累計
増減率

100.0%

18.8%

8.7%

41.1%

31.4%
構成比

+12,827

△2,546

+2,754

+3,002

+9,616
増減額構成比

+7.6%100.0%　　 合　　　計

△8.1%16.0%コンサルティング・ナレッジ

+18.8%9.6%商品販売等

+4.4%39.8%運 用 処 理

+18.2%34.5%開発・製品販売

2005年3月期3Q累計
（百万円）
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キャッシュ・フロー（連結）

(A)(B)を除くフリー・キャッシュ・フロー △1,78314,79216,576

(B) うち資金運用目的投資 △57,274△57,274－

(A) うち法人税等の支払額 △6,127△16,639△10,512

△65,185△59,1226,063フリー・キャッシュ・フロー

増減額（4月～12月）

2005年3月期3Q累計2004年3月期3Q累計
（4月～12月）　

△62,642

△2,542

△69,088△6,445　投資活動によるCF

12,508 9,965　営業活動によるCF

（百万円）
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中国外注活用の推移
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18.4
3Q

7地域
21社

中国オフショア開発委託の進捗
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受注残高（連結）

△5.2%△2,62547,89350,519　　　合 計

△5.0%△2,10939,88841,998システムソリューション

－△1,440－1,440商品販売等

△515

+544

△1,214
増減額

2004年12月末2003年12月末
増減率

△6.0%8,0058,520コンサルティング･ナレッジ

+2.6%21,80121,256運用処理

△6.3%18,08719,301開発・製品販売

（百万円）



この資料は、投資判断のご参考となる情報の提供を目的としたもので、投資勧誘を目的として作成したものではありません。
Copyright(C) Nomura Research Institute, Ltd.

14

受注高（連結）

+27.0%+8,33339,14630,812　　　合 計

+34.5%+8,30532,38124,075システムソリューション

+84.5%+3,1906,9643,773商品販売等

+27

+721

+4,393
増減額

2005年3月期3Q2004年3月期3Q

増減率（10月～12月）（10月～12月）

+0.4%6,7646,737コンサルティング･ナレッジ

+26.7%3,4222,700運用処理

+25.0%21,99417,601開発・製品販売

（百万円）
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受注高　前年同期比推移（連結）

（億円）

+8.7億 △35.1億 +83.3億
（+2.3%） （△7.8%） （+27.0%）

2005年3月期
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通期業績予想の修正

29,293

－

－

30,300

30,300

経常利益

△2,100－－増　減　額(B-A)

売上高 当期純利益営業利益

18,269

△11.9%

15,500

17,600

28,022238,067前　期　実　績

－－増　減　率　　

30,000250,000今回修正予想(B)

30,000250,000前回発表予想(A)

（百万円）2005年3月期　通期業績予想（連結）
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配当方針の変更および配当予想

中間（実績） 年　間期　末

40.00

100.00

40.00

40.00－前　年　実　績

80.0020.00今　回　予　想

20.0020.00前　回　予　想

（円）2005年3月期　1株当たり配当金

（通期業績予想に基づく2005年3月期の連結配当性向は29.0％の見込み）

配当方針の変更

連結配当性向として３割を目指す
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・本資料は、2005年3月期第3四半期決算の業績および今後の経営戦略に関する情報の提供を目的としたものであり、当社が発行する有
価証券の投資勧誘を目的としたものではなく、また何らかの保証・約束をするものではありません。本資料に掲載されております事項
は、資料作成時点における当社の見解であり、その情報の正確性および完全性を保証または約束するものではなく、また今後、予告無
しに変更されることがあります。

・本資料のいかなる部分も一切の権利は野村総合研究所に帰属しており、電子的または機械的な方法を問わず、いかなる目的であれ、
無断で複製または転送等を行わないようお願いいたします。



ご参考資料ご参考資料
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第3四半期の取り組み：銀行

銀行銀行

2004年11月5日　日経金融新聞

アイワイバンク銀行
～2006年をめどに勘定系システム更改～

システムインテグレーションをNRI、
　システム開発は日本ユニシスが担当

NRIは2001年のアイワイバンク開業以来
　システム支援を行っている
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第3四半期の取り組み：保険

2004年12月13日号　日経コンピュータ

保険保険

開発のとりまとめ、システム運用をNRIが担当
　

稼動後の共同システムの運営に関する

　協議会の事務局をNRIが担当

損保11社共通用紙による自賠責保険証明書の
発行や申込み内容のデータ送信機能など

e-JIBAI
～損保11社による自賠責保険の
　共同システムが11月に稼動～
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第3四半期の取り組み：証券

証券証券

2004年12月16日　日経金融新聞

2003年7月に、リナックスを基幹OSとした
　オンライン取引システムをNRIと共同開発
　以来NRIは運用・管理を担当

オンライン取引口座の拡大により

　口座数が50万口座を突破し、容量を倍増
　する大規模なシステム増強を決定

イー・トレード証券

～100万口座に対応～
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第3四半期の取り組み：レガシーマイグレーション

2004年12月15日　電波新聞

「Sitar（シタール）」

既存システムのビジネスロジックを抽出、

　プログラムを洗練化した上で移行

マイクロソフト社および、

　ゼンサー・テクノロジー・リミテッド

　（本社：インド）との協業

～保守性や拡張性を向上させる

レガシーマイグレーション～
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総務省が設置した「ユビキタスネット社会の

　実現に向けた政策懇談会」の下部組織と

　連携し、有識者アンケートを実施

第3四半期の取り組み：コンサルティング分野

コンサルティングコンサルティング 「ユビキタスネット社会の対応

課題に関するアンケート」

～NRIが実施、総務省から公表される～

ユビキタスネット社会が抱える課題の、

　1)社会に対する影響の度合い
　2)対応の未熟さの度合い
　3)ユビキタスネット社会との関わりの度合い
　について調査

2005年1月4日　電波新聞
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第3四半期の取り組み：コンサルティング分野

コンサルティングコンサルティング

2005年1月11日　東京新聞

2004年12月23日　東京新聞

ネットリサーチ

～infoQの活用事例～

インターネット上での

　アンケート調査「infoQ」
　を利用し、リサーチを実施

・プロ野球への関心について

・地震に対する危機意識

・団塊世代の定年後

・「ニート」増加への危機感
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